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論文題目 持続可能な農業経営の実現に向けたステークホルダー・マネジメント 

―日英の土地利用型農業を対象とした実証分析― 

 

⼟地利⽤型農業の多様な社会的意義を同時に追求する上で，多様な⽬標を含む農業の持続可能
性を評価し，異なる⽬標間のトレードオフ関係を解明することが重要である。また，農業経営が
従事者や地権者，地域住⺠などのステークホルダーといかに関係構築を⾏うか，というステーク
ホルダー志向（ステークホルダーに対する⽅針）やステークホルダーマネジメントが，農業の持
続可能性において重要である。本研究では，持続可能な⽔⽥農業を実現するために，①農業経営
レベルの持続可能性の評価と，②経営のステークホルダーと農業経営の持続可能性の関係性に着
⽬し，次の４つの研究課題に取り組んだ。第⼀に，農業経営レベルの持続可能性を経済，環境，
社会の３側⾯から評価し，時点の異なる影響関係から，３側⾯の相互関係を解明した。第⼆に，
農業経営のステークホルダー志向が経営の持続可能性に及ぼす影響を解明した。第三に，持続可
能な⽔⽥経営の実現に向けた実践的なステークホルダーマネジメントを解明した。第四に，⽇本
の⼤規模な⽔⽥経営に加え，イングランドの条件不利地域の農業経営を対象とした実証分析を⾏
い，国際⽐較を⾏った。 

第２章では，⽇本の⼤規模な⽔⽥経営を対象に，経営の持続可能性の３側⾯の相互関係とステ
ークホルダー志向が持続可能性に及ぼす影響について検討した。経営が従事者，販売先，⾏政，
⾮農家をそれぞれ重視する程度をステークホルダー志向として把握した。その結果，⽔⽥経営の
持続可能性の３側⾯の相互関係について，①時点の異なる同じ側⾯間には強い影響関係が⾒られ
ること，②経済性は環境性や社会性に影響を及ぼしていないこと，③環境性は経済性に負の影響
を及ぼしていること，④社会性は経済性，環境性に正の影響を及ぼしていることを明らかにした。
また，ステークホルダー志向が持続可能性に及ぼす影響について，従事者に対するステークホル
ダー志向が環境性に負の影響を及ぼしていること，販売先に対するステークホルダー志向が経済
性に正の影響を及ぼしていること，⾮農家に対するステークホルダー志向が，組織能⼒によって
経営の持続可能性が向上する効果を低下させることを明らかにした。以上の分析結果は，⽔⽥農
業の持続可能性の３側⾯のバランスを保つために，⽔⽥経営における経済性と環境性のトレード
オフ関係に取り組む重要性と，社会性の向上に向けた施策を充実させる重要性を⽰している。ま
た，⽔⽥経営の持続可能性において経営のステークホルダー志向が重要な要因であることを⽰唆
している。 



第３章では，イングランドの条件不利地域の放牧経営を対象に，経営の持続可能性の３側⾯の
相互関係の解明と，経営のステークホルダー志向が持続可能性に及ぼす影響について検討した。
ステークホルダー志向として，経営が家族，従業員，販売先，調達先，地権者，農業コミュニテ
ィ（専⾨家，農業者グループ）との関係構築を⾏う程度を把握した。その結果，経営の持続可能
性の３側⾯の相互関係について，①時点の異なる同じ側⾯間には強い影響関係が⾒られること，
②経済性は環境性に負の影響を及ぼしていること，③環境性は社会性に負の影響を及ぼしている
こと，④社会性は経済性に正の影響を及ぼしていることを明らかにした。また，経営のステーク
ホルダー志向が持続可能性に及ぼす影響について，家族との関係構築が環境性に負の影響を及ぼ
し，社会性に正の影響を及ぼすこと，調達先との関係構築が経済性に正の影響を及ぼすこと，農
業コミュニティとの関係構築が環境性に正の影響を及ぼすことを明らかにした。以上の分析結果
は，イングランドの条件不利地域の農業経営の持続可能性において，経営のステークホルダー志
向が重要な要因であることを⽰している。また，家族との関係の重視や農業環境政策への参加が
経営の持続可能性の３側⾯のトレードオフの要因となっていることを⽰唆している。 

第４章では，滋賀県の集落営農法⼈を対象にしたアンケート調査から定量的なデータを取得し，
ステークホルダーマネジメントの選択条件と経営の持続可能性への影響を検討した。ステークホ
ルダーマネジメントとしては，農作業の配分，収益分配，農業資源管理の委託，集落内の関係構
築を対象とした。その結果，農作業の配分が相対的に重要な管理領域であり，機械作業の集約化
や，専従者および若⼿作業者を確保するための組織内の役割分担の調整が集落営農の持続可能性
の３側⾯の向上に有効であることを⽰した。⼀⽅，収益分配や農業資源管理の委託，集落内の関
係構築による経営の持続可能性への影響は限定的であり，とくに地代，農地管理委託費の増額や，
地権者への管理作業委託など，構成員の協⼒意識の維持を⽬的とする対策は有効でなかった。ま
た，経営内外環境がステークホルダーマネジメントに及ぼす影響として，多数の構成員が加⼊す
る組織において，作業を集約する役割分担が進みにくく，農地集積により規模拡⼤を進める過程
で労働分配割合の維持・向上が進みにくいことを明らかにした。 

 第５章では，滋賀県の集落営農法⼈を対象にケーススタディを⾏い，ステークホルダーマネジ
メントとして集落営農の出役対象者の設定と労賃，地代，内部留保への収益分配が，集落内での
⼈材確保と財務持続性に及ぼす影響を定性的に検討した。その結果，労働分配を拡⼤することは，
集落内での⼈材確保にはつながらない可能性が⾼いこと，後継世代を重視した出役要請対象の設
定や，その円滑化のための役割分担及び定年制導⼊，地域コミュニティ組織との連携やその維持
により，継続的に後継世代の従事参加を促す体制を確⽴することで，集落内での⼈材確保が実現
できる可能性が⾼いことを⽰した。また，労働分配を拡⼤することは，財務持続性が低下する可
能性があること，全⼾出役を維持する経営は構成員への分配が多い傾向があること，出役の対象
者を世帯代表だけでなくその家族に広げる対応や地域コミュニティ組織との連携による従事者
の確保は，内部留保の確保の⾯で有利である可能性があることを明らかにした。 

第６章では，第４章と同様のデータを⽤いて，滋賀県の集落営農法⼈の事業選択の要因と経営
の持続可能性への影響を定量的に検討した。その結果，第⼀に，既往研究と整合的で，より詳細
な集落営農法⼈の事業選択の実態として，事業多⾓化型，⽣産多⾓化型，⽔稲専⾨化型，⽶⻨⼤
⾖型の４類型を⽰した。第⼆に，集落営農の事業選択の要因として，多様な構成員の参加や地域



住⺠との関係構築を促進し，若⼿が経営参加する組織で多⾓化が選択されることを⽰した。第三
に，事業選択の持続可能性への影響について，⽔稲専⾨化型の持続可能性が低く評価されている
ことを⽰した。⽔稲専⾨化型は，多⾓化を⾏う類型と⽐較して，組織に関わるステークホルダー
が少なく単純であったことから，滋賀県の集落営農法⼈においては多様なステークホルダー関係
を活⽤して事業選択を進めることが持続可能性の向上に有効である可能性を⽰した。 

 本研究の実証分析結果による貢献として，第⼀に，農業経営の持続可能性の３側⾯は，互いに
影響を与えつつ，時間に応じて常に変化しているため，持続可能性を評価する際には，ある１時
点の持続可能性の状況を評価するよりも，時間とともに連続的に変化する持続可能性の側⾯間の
影響関係を捉え，その構造を明らかにする必要があることを⽰した。第⼆に，⼟地利⽤型農業経
営の持続可能性を向上させる上で，経済性のみを追求するだけでは不⼗分であり，経済性を⾼め
るための施策とは別に，環境性や社会性を向上させるための施策を検討する必要があることを⽰
した。第三に，農業経営の持続可能性において，経営のステークホルダー志向が重要な要因であ
ることを⽰した。これより，持続可能な農業の実現に向けて，技術開発や経済的な⽀援に加え，
農業経営とそのステークホルダーとの関係構築への介⼊が重要な施策となりうることが指摘で
きる。第四に，⼟地利⽤型農業においては，経営内部のステークホルダー関係の構築が環境性に
対して負の影響を及ぼすため，環境性と社会性との関係性を対象とした研究の蓄積が求められる
ことを明らかにした。第五に，集落営農法⼈の効果的な経営管理を明らかにするために，経営管
理をステークホルダーの利害調整の視点から捉えるステークホルダーマネジメントが重要であ
ることを⽰した。第六に，集落営農法⼈においては，将来的に農作業や経営管理を担う⼈的資源
をどのような形で確保するか，という経営⽅針の策定が重要な課題となることを⽰した。第七に，
⼟地利⽤型農業経営の持続可能性の相互関係を規定する要因として，農業資源管理の負担の⼤き
さと集約的な農業資源の利⽤による環境負荷の⼤きさが想定できることを指摘した。 

本研究の残された課題として，第⼀に，より幅広いステークホルダーの参加による農業の持続
可能性の評価指標の選定や，農業の持続可能性を捉えるために適切な時間幅の解明など，農業の
持続可能性の評価⼿法の改善が課題である。第⼆に，従事者の年齢や地権者の⼈数など，ステー
クホルダーを数や密度，分布，同質性等の属性に応じてより詳細に分類し，農業経営の持続可能
性や経営戦略の選択及び成果への影響を解明することが課題である。第三に，農業経営が適切な
ステークホルダーマネジメントを選択し，効果的に実践するための条件として，ステークホルダ
ーに対応する組織能⼒の解明が課題である。第四に，本研究の分析枠組みを経営環境が⼤きく異
なった⼟地利⽤型農業経営にあてはめて実証分析を積み重ね，本研究において⽰唆された農業経
営の持続可能性の要素間の相互関係の要因や，ステークホルダーが経営の持続可能性に影響を及
ぼす条件について解明することが課題である。 


